















Investigation of the Management Factors for Teachers in Middle-Level 
Positions’ Positive Act
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※ A 市の年齢構成図の代替として、文部科学省「学校教員統計調査：平成 25 年度」
の都道府県別年齢構造のデータを参照し、執筆者作成
（58） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 21 巻　第 1 号　（通巻 41 号）― 58 ―
（2）






























3 側面での整理が可能である（畑中 2013b）。すなわち、①年齢 20 代～ 50 代の中で中間に位置
するという意味での年齢的な「ミドル」（八尾坂 1998）、②職位や分掌等の役職的な意味での

























調査は政令指定都市「A 市」の許諾を得て実施した。調査対象は A 市立小中学校に勤務す
る教師と管理職である。2013 年 6 月に電子媒体で質問票を作成・送付し、回収・分析を行っ
た。配布は、A 市内の公立全小中学校 193 校（小：131 校、中：62 校）の、教師（主幹教諭・
指導教諭・教諭・講師）3,655 名（小：2,260 名、 中：1,395 名）・管理職（校長・副校長・教
頭）385 名（小：260 名、中：125 名）に対して行った。回収票数および回収率は下記の表１の
通りであり、小学校教師 1503 票（66.5%）、中学校教師 878 票（65.1%）である。分析に必要な
一定のサンプルサイズを確保できていると考える。調査項目は、A 市教育委員会企画課職員と
協議を行い設定した。





管理職 237 / 260 91.20%
教　員 1,503 / 2,260 66.50%
中学校
管理職 115 / 125 92.00%
教　員 878 / 1,395 62.90%
合計 2,733 / 4,040 67.60%














その通りだと思う」の 4 件法にて回答を求めている。これら 3 項目について主成分分析（α
=.856）を行い、主成分得点化したものを被説明変数とする。






























まず、小中学校教員の 30 代・40 代のみを対象として、職位や分掌の有無によってミドル
リーダー的役割の発揮しやすさに差異が生じるかどうかを検証すべく、t 検定を実施した。














無 293 0.29 0.94
20 代
無 161 0.24 1.02
有 15 -0.01 0.91 有 5 -0.54 1.30
30 代・
40 代
無 422 -0.11 1.01 30 代・
40 代
無 307 -0.11 0.98
有 161 0.20 0.98 有 58 0.07 0.99
50 代・
60 代
無 341 -0.11 0.98 50 代・
60 代
無 196 -0.04 1.03
有 239 -0.13 1.01 有 127 0.03 0.92
次に、年齢と職位・分掌の有無と、ミドルリーダー的役割の発揮しやすさとの関係性を検
証するべく、年齢（20 代、30 代・40 代、50 代・60 代）×職位や分掌の有無（有・無）につい
て、小学校と中学校それぞれに対して二元配置の分散分析を実施した。
（62） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 21 巻　第 1 号　（通巻 41 号）― 62 ―
（6）
表３：分散分析の結果（小学校）
Source SS df MS F p ηG
2
年齢 8.870 2 4.435 4.568 0.011 0.006
職位や分掌 0.002 1 0.002 0.003 0.960 0.000
年齢×職位や分掌 9.023 2 4.512 4.646 0.010 0.006
誤差 1422.479 1465 0.971
全体 1466.571 1470
表 3 の 小 学 校 教 員 に つ い て の 分 散 分 析 の 結 果、 職 位・ 分 掌 の 有 無 に 関 す る 主 効 果 は F




その結果、職位・分掌「無」群において、20 代が 30・40 代、50・60 代を有意に上回っていた
（p = .000）。職位・分掌「有」群 においては、30・40 代のみが 50・60 代を有意に上回ってい
るだけに留まった（p = .004）。次に年齢に着目すると、30・40 代においてのみ、職位・分掌の
「有」群が「無」群より有意にミドルリーダー的役割を発揮しやすいと感じていることがわ







Source SS df MS F p ηG
2
年齢 0.370 2 0.185 0.188 0.829 0.000
職位や分掌 1.138 1 1.138 1.157 0.282 0.001
年齢×職位や分掌 4.023 2 2.012 2.045 0.130 0.005

























Null モデル Model 1 Model 2 Model 3
無 有 無 有 無 有 無 有
小学校
-2 対数尤度 2935.721 1158.805 2568.684 1002.93 2463.638 936.012 2463.57 935.951
AIC 2941.721 1164.805 2582.684 1016.93 2483.638 956.012 2487.57 959.951
中学校
-2 対数尤度 1817.766 558.873 1348.425 423.219 1321.140 405.305 1320.340 404.674
AIC 1823.766 564.873 1366.425 441.219 1345.140 429.305 1348.340 432.674
Model 1：教員レベルの変数まで投入、Model 2：Model 1 に学校レベルの変数を投入、






















表５：小学校教員のマルチレベル分析結果 [ 固定効果モデル ]
パラメータ 職位・分掌無 職位・分掌有
切片 -0.028 -0.009 　
教員レベル（個人レベル）
教員の年齢 -0.035 　 -0.004 　
教員の年齢（2 乗項） 0.183 ** -0.077 　
管理職への相談しやすさ 0.589 ** 0.479 **
教員間の関係把握 0.215 ** 0.453 **
学校レベル（集団レベル）
管理職への相談しやすさ 0.784 ** 0.738 **
教員間の関係把握 0.705 ** 0.947 **
学校規模 -0.015 * -0.016 　
誤差
　教師レベルの誤差 0.586 ** 0.514 **
　学校レベルの誤差 0.034 * 0.073 *
ICC 0.054 0.124
-2 対数尤度 2463.638 936.012
AIC 2483.638 956.012
Note. [ 無 ]N = 1049（個人レベル）、126（集団レベル）[ 各校の平均回答教員数 8.3]、
[ 有 ]N = 410（個人レベル）、121（集団レベル）[ 各校の平均回答教員数 3.4]　




























教員の年齢（2 乗項） 0.167 ** -0.054
校長と同教科 -0.017 0.006
副校長・教頭と同教科 -0.027 -0.044
管理職への相談しやすさ 0.506 ** 0.460 **
教員間の関係把握 0.442 ** 0.306 **
学校レベル（集団レベル）
管理職への相談しやすさ 0.590 ** 0.785 **
教員間の関係把握 0.808 ** 0.361
学校規模 -0.014 -0.047 *
誤差
　教師レベルの誤差 0.608 ** 0.569 **
　学校レベルの誤差 0.051 * 0.068 *
ICC 0.078 0.107
-2 対数尤度 1321.140 405.305
AIC 1345.140 429.305
Note. [ 無 ]N = 551（個人レベル）、49（集団レベル）[ 各校の平均回答教員数 11.3]、




























































Teachers in middle-level positions attempt to realize their ideas by utilizing their own opinions and 
so on. The purpose of this study is to clarify the determinants of their ease of performing their 
parts. A result of the analysis, the following some points have been extracted. For example, it is 
important for teachers in middle-level positions to have their middle-level positions in order to lead 




（２） 分 析 に マ ル チ レ ベ ル 分 析 を 用 い る こ と の 妥 当 性 は 次 の よ う な 検 証 方 法 が 存 在 す る（清 水 
2014）。すなわち、「A：級内相関係数が有意である場合」、「B：級内相関係数が 0.1 を超えて
いる場合（0.05 以上とする場合もある）」、「C：デザインエフェクト（DE）が 2 以上の場合





（４）なお、表 2 の通り、特に 20 代については「職位や分掌」の有無で区分した場合、サンプルサ
イズに極端な偏りが生じる。ミドルリーダー育成が課題となっているとはいえ、そうそう校
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